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 上水道と衛生に関する事業の目的 

公衆衛生の向上と、安全で信頼性が
高く、持続(安定供給)可能な飲料水

と衛生設備を提供することにより、
人々の生活水準を向上させる。 



上水道と衛生関連部門の目標 

国家目標:  

1. 2017年までに上水道と衛生サービスを万人
に行き渡らせる 

2. 2017年までに33%の人口に対するサービス
レベルを向上させる 

国連ミレニアム開発目標 
(2015年までの達成を目指す):  

1. 上水道 普及率 73% 

2. 公衆衛生設備 普及率 53%  



上水道と衛生の現状 
WASH:Water Supply, Sanitation and Hygiene 

推定普及率:  

1. 基本的な上水の供給    80% 

2. 高度な水道サービス 10.5%程度(上記80%中) 

3. 衛生                              50%  



主な課題 

• 部門間の調整と調和 

• 完成したシステムが果たす機能 

• 提供サービスの質 

• 衛生設備の普及率 



基本的な上水の供給 
供給が受けられない人口 
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上水事業の現状 



衛生施設の普及率 



ネパールにおける水と衛生分野の担当機関 
監督官庁(Executing Agencies);  

1. 都市開発省 
 2. 連邦・地方開発省 
 3. 教育省 
実施機関(Implementing agencies); 

I. 上下水道局(DWSS: Department of Water Supply and Sewerage) – 都市/ 農村 

II. 都市開発・建設局 –都市 

III. 地方開発・農道局 –農村 

IV. 農村部の上水供給と衛生のための基金委員会-農村 

V. 首都カトマンズの上水供給システム開発; -都市 
1. メラムチ川開発委員会 
2. プロジェクト実施理事会, 
3. カトマンズ盆地上水供給委員会・カトマンズ盆地水道公社(KUKL) 

VI. 国際NGOs/NGOs –農村 
VII. 地方自治体–都市/農村 
VIII. ネパール上水供給協力委員会- 都市rban 



主な課題 
 組織内の分裂、各組織に複数存在する様式と弱い連携 

 政策が遵守されないことによるサービスへの影響 

 サービスが提供されていない村落や地域への対応 

 衛生施設の普及 

 都市の上水サービスと衛生サービスの増加する需要への対応 

 未達成の国の水質基準(2006年策定) 

 政策の立案された内容と実施された内容の隔たり 

 部門の予算が政策や政策の優先順位に基づいていない 

 情報管理やモニタリング・評価システムの関係者への普及 

 



衛生施設の普及率と下痢の発生の発生率との相関関係 
 (NMIP(National Magagement Information Program) -2010 と DHS-2009より)  

下痢発生率 

衛生設備普及率 



予算配分 

14 

ネパール上下水道局 

農村の上水と衛生に関する開発委員会 
(Rural Water Supply and Sanitation Fund Development Board) 

メラムチ川開発委員会 
プロジェクト実施理事会, 
カトマンズ盆地上水供給委員会・ 
カトマンズ盆地水道公社(KUKL) 

地方開発省地方インフラ開発農道局 



組織別の基本的な上水と衛生サービスへの 
予算配分状況 (Total)  

地方開発省地方インフラ開発農道局 ネパール上下水道局 農村の上水と衛生に関する開発委員会 メラムチ川開発委員会 
プロジェクト実施理事会, 
カトマンズ盆地上水供給委員会・ 
カトマンズ盆地水道公社(KUKL) 

農村部 小規模な街 



Towards a Water Sanitation Sector  Wide Approach  
 

ネパール政府は上水・衛生分野において、組織
横断型の施策を行う意向を明確に打ち出してい
る(3年計画) 
 

•組織効率化部門（SEIU）が設立され、関係組織に
よる委員会（SSG）の事務局として機能している。 

•2011年5月に開催された初の共同組織間検討
（JSR）は、各組織内の調整と交渉の結果といえる。 

•主要な改革案を盛り込んだ組織評価は、NPCに
よって承認された。 MoUDは実施委託を受けてい
る。 

 



 2017年までに水と衛生サービスの全面的な普

及という目標を達成するために、組織向上事
業は、各組織を適切に指導し、安定的な資金
も獲得しく必要がある。 

 



開発パートナーによる資金獲得戦略 

 担当組織からNGOへの予算外の配分を減らし、
組織別に手続きを経た資金提供を行う。 

 開発パートナーと共同で、水供給と衛生の両
サービスが未提供または提供できなくなってし
まった地域への提供に優先的に取り組む。 

 サービス提供におけるパートナーとなるNGOに
対して国際NGOが行うアドバイスも担当組織の
取組みの中で行う。 

 共通の窓口を通じた資金獲得を増やすため、
共同で呼びかけを行う。 



女性たちによる野外排泄反対を訴える集会 



水を求めての苦闘 



人口増加中の街における上水道への需要の高さ 



ご静聴ありがとうございました 


